
建築物省エネ法に基づく基準の整備に
ついて

資料３－１



非住宅建築物・住宅共用部における基準値（PAL＊、一次エネ）の更新

下記のJIS等の改正及び最新の研究成果等の反映により、PAL＊及び一次エネルギー消費量（空調
設備）の基準値の更新を行うとともに、設計値についても同様に下記の反映を行う。

JIS等の改正

・ガラスの物性値の更新（JIS等の改正を反映）

・現行基準はガラスのU値、η値で評価しているが、住宅の評価方法と合わせ、建具（サッシ）を
含めた窓のU値、η値で評価する。

その他の変更

・全熱交換機の効率について、設置状況等によりカタログに基づく効率と実際の効率に差がある
ことが明らかになったため、実態に合わせてこの差を評価するロジックを組み込む。

・変流量制御・変風量制御について、最新の実態調査の結果を基に、省エネ効果率を変更する。
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＜更新後の基準値の一例＞ ※カッコ内は現行省エネ法告示に基づく基準値

地域区分
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地域区分
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1478
(1399)

PAL＊基準値

一次エネ基準値



外皮平均熱貫流率の式の合理化について

 基礎高400㎜以上の高基礎等の場合に計算方法が煩雑とのことから、改善要望のあった現在の基礎
周りの熱損失を記載する項について、基礎壁（U）と地盤からの熱損失（Ψ）に分けて計算する式に合理
化する。

 本合理化に合わせて、外皮平均熱貫流率の算出式について熱貫流率（U）と線熱貫流率（Ψ）の項に分

けた式を設定するとともに、仕様基準における基礎の基準値を現在規定されている熱抵抗の基準値か
ら設定する（基準の水準は変わらない）。
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400㎜で区切って面
積を拾う必要がある
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◆外皮平均熱貫流率
◆外皮平均熱貫流率

◆仕様基準（木造住宅の抜粋） ◆仕様基準（木造住宅の抜粋）
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現行省エネ法体系

建築物省エネ法体系

法律「省エネ法」
（エネルギーの使用の合理化等に関する法律第73条）

法律「建築物省エネ法」
（建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律）

①告示「判断の基準」
（エネルギーの使用の合理化に関する建築主等及

び特定建築物の所有者の判断の基準）

②告示「設計施工指針」
（住宅に係るエネルギーの使用の合理化に関
する設計、施工及び維持管理の指針）

③告示「住宅事業建築主基準」
（特定住宅に必要とされる性能の向上に関す

る住宅事業建築主の判断の基準）

⑤告示「非住宅・住宅計算方法」
「建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令（仮称）に

おける算定方法等に係る事項（仮称）」
＜非住宅＞一次エネルギー消費量、PAL＊

標準入力法、主要室入力法、モデル建物法
＜住 宅＞UA値、ηAC値 、一次エネルギー消費量

⑥告示「住宅仕様基準」
「住宅部分の外壁、窓等を通しての熱の損失
の防止に関する基準及び一次エネルギー消

費量に関する基準（仮称）」
＜住 宅＞部位別仕様基準

④省令「基準省令」
「建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令（仮称）」

・建築物エネルギー消費性能基準
・建築物のエネルギー消費性能の向上の一層の促進のために誘導
すべき基準

建築物省エネ法の基準に係る省令・告示案（概要）

※2年施行の住宅事業建築主基準は、今後措置する予定。
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